
10



11



12

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

以下が改正内容の主なポイントになります。※詳細は今後省令等で定められます。

事業主の皆さまへ（全企業が対象です）

育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法
改正ポイントのご案内

① 柔軟な働き方を実現するための措置等が事業主の義務になります
施行日：公布後１年６か月以内の政令で定める日

●３歳以上、小学校就学前の子を養育する労働者に関する
柔軟な働き方を実現するための措置

●事業主が選択した措置について、労働者に対する個別の周知・
意向確認の措置

・事業主は、・始業時刻等の変更
・テレワーク等 日 月
・保育施設の設置運営等
・新たな休暇の付与 日 年
・短時間勤務制度

の中から２以上の制度を選択して措置する必要があります。（※各選択肢の詳細は省令等）
・労働者は、事業主が講じた措置の中から１つを選択して利用することができます。
・事業主が措置を選択する際、過半数組合等からの意見聴取の機会を設ける必要があります。
・個別周知・意向確認の方法は、今後、省令により、面談や書面交付等とされる予定です。

Ⅰ：育児・介護休業法の改正ポイント

フルタイムでの
柔軟な働き方

３歳に満たない子を養育する労働者は、
請求すれば所定外労働の制限（残業免
除）を受けることが可能

改正前

●小学校就学前の子を養育する
労働者が請求可能に

改正後

② 所定外労働の制限（残業免除）の対象が拡大されます
施行日：令和７年４月１日

③ 育児のためのテレワークの導入が努力義務化されます
施行日：令和７年４月１日

●３歳に満たない子を養育する労働者がテレワークを選択できるように
措置を講ずることが、事業主に努力義務化されます。

公布日：令和６年５月 日

※ テレワーク等と新たな休暇は、
原則時間単位で取得可とする。詳細は省令。
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育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法
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① 柔軟な働き方を実現するための措置等が事業主の義務になります
施行日：公布後１年６か月以内の政令で定める日

●３歳以上、小学校就学前の子を養育する労働者に関する
柔軟な働き方を実現するための措置

●事業主が選択した措置について、労働者に対する個別の周知・
意向確認の措置
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・労働者は、事業主が講じた措置の中から１つを選択して利用することができます。
・事業主が措置を選択する際、過半数組合等からの意見聴取の機会を設ける必要があります。
・個別周知・意向確認の方法は、今後、省令により、面談や書面交付等とされる予定です。

Ⅰ：育児・介護休業法の改正ポイント

フルタイムでの
柔軟な働き方

３歳に満たない子を養育する労働者は、
請求すれば所定外労働の制限（残業免
除）を受けることが可能

改正前

●小学校就学前の子を養育する
労働者が請求可能に

改正後

② 所定外労働の制限（残業免除）の対象が拡大されます
施行日：令和７年４月１日

③ 育児のためのテレワークの導入が努力義務化されます
施行日：令和７年４月１日

●３歳に満たない子を養育する労働者がテレワークを選択できるように
措置を講ずることが、事業主に努力義務化されます。

公布日：令和６年５月 日

※ テレワーク等と新たな休暇は、
原則時間単位で取得可とする。詳細は省令。



13

：現行の努力義務：見直し：現行の権利・措置義務

※始業時刻の変更等：フレックスタイム制、時差出勤、保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与

育児休業、又はそれに準ずる措置

出生 １歳 ３歳 就学２歳

短時間勤務制度
○ 日６時間とする措置。

（※）様々なニーズに対応するため、 日６時
間を必置とした上で、他の勤務時間も併せ
て設定することを促す。（指針）

○労使協定により、短時間勤務が困難な業務に従事
する労働者を適用除外とする場合の代替措置
・育児休業に関する制度に準じる措置
・始業時刻の変更等（※）

所定外労働の制限（残業免除）

時間外労働の制限（残業制限）（ 時間 月、 時間 年を超える時間外労働を禁止）、深夜業の制限

所定外労働の制限（残業免除）の延長

子の看護休暇
就学以降に延長

（小学校３年生まで）
取得事由の拡大（感染症に伴う学級閉鎖等、入園 入学 式及び卒園式を追加）、
「子の看護等休暇」に名称変更、勤続６か月未満の労働者の労使協定除外の仕組みの廃止

育児目的休暇 育児目的休暇

テレワークを追加

始業時刻の変更等（※）

テレワーク（努力義務）
柔軟な働き方を実現するための措置

○事業主は、
・始業時刻等の変更
・テレワーク等 日 月
・保育施設の設置運営等
・新たな休暇の付与 日 年
・短時間勤務制度
の中から２以上の制度を選択して
措置する義務。
労働者はその中から１つ選べる。

※テレワーク等と新たな休暇は、原則時間単位で取得可（省令）

○３歳になるまでの適切な時期に面談等により、
制度の個別周知・意向確認の措置。

フルタイムでの
柔軟な働き方

育児休業
出生時育児休業（産後パパ育休）

④ 子の看護休暇が見直されます

改正前 改正後
施行日：令和７年４月１日

＜イメージ＞

【対象となる子の範囲】
●小学校就学の始期に達するまで

【労使協定の締結により除外できる労働者】
● を撤廃し、 のみに
（週の所定労働日数が２日以下）

【取得事由】
●病気・けが
●予防接種・健康診断

【労使協定の締結により除外できる労働者】
引き続き雇用された期間が６か月未満
週の所定労働日数が２日以下

【対象となる子の範囲】
●小学校３年生修了までに延長

【取得事由】（※詳細は省令）
●感染症に伴う学級閉鎖等
●入園 入学 式、卒園式 を追加

【名称】
●「子の看護休暇」

【名称】
●「子の看護等休暇」

⑦ 介護離職防止のための個別の周知・意向確認、 雇用環境整備等の措置が
事業主の義務になります

施行日：令和７年４月１日
●介護に直面した旨の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置

（※面談・書面交付等による。詳細は省令。）

●介護に直面する前の早い段階 歳等 での両立支援制度等に関する情報提供
●仕事と介護の両立支援制度を利用しやすい雇用環境の整備

（※研修、相談窓口設置等のいずれかを選択して措置。詳細は省令。）
●要介護状態の対象家族を介護する労働者がテレワークを選択できるよう事業主
に努力義務

●介護休暇について、引き続き雇用された期間が６か月未満の労働者を労使協定
に基づき除外する仕組みを廃止

⑥ 育児休業取得状況の公表義務が 人超の企業に拡大されます

●従業員数 人超の企業に、育児休業等の取得の状況を公表すること
が義務付けられます。 現行では、従業員数 人超の企業に公表が義務付けられています。

施行日：令和７年４月１日

・公表内容は、公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度（公表前事業年度）における
次の①または②のいずれかの割合を指します。
①育児休業等の取得割合 ②育児休業等と育児目的休暇の取得割合

育児休業等をした男性労働者の数―――――――――――――――――
配偶者が出産した男性労働者の数

育児休業等をした男性労働者の数
＋

小学校就学前の子の育児を目的とした
休暇制度を利用した男性労働者の数

―――――――――――――――――――
配偶者が出産した男性労働者の数

⑤ 仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮が事業主の義務になります

●妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前に、労働者の仕事と育児の
両立に関する個別の意向聴取・配慮が事業主に義務づけられます。
・意向聴取の方法は、省令により、面談や書面の交付等とする予定です。
・具体的な配慮の例として、自社の状況に応じて、勤務時間帯・勤務地にかかる配置、業務量
の調整、両立支援制度の利用期間等の見直し、労働条件の見直し等を指針で示す予定です。
さらに、配慮に当たって、望ましい対応として、
＊子に障害がある場合等で希望するときは、短時間勤務制度や子の看護等休暇等の
利用可能期間を延長すること

＊ひとり親家庭の場合で希望するときは、子の看護等休暇等の付与日数に配慮すること
等を指針で示す予定です。

施行日：公布後１年６か月以内の政令で定める日

※育児休業等とは、育児・介護休業法に規定する以下の休業のことです。
・育児休業（産後パパ育休を含む）
・法第 条第２項（３歳未満の子を育てる労働者について所定労働時間の短縮措置を講じない場合の代替措置義務）又は
第 条第１項（小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義務）の規定に基づく措置として育児休業に関する
制度に準ずる措置を講じた場合は、その措置に基づく休業

⑦ 介護離職防止のための個別の周知・意向確認、 雇用環境整備等の措置が
事業主の義務になります

施行日：令和７年４月１日
●介護に直面した旨の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置

（※面談・書面交付等による。詳細は省令。）

●介護に直面する前の早い段階 歳等 での両立支援制度等に関する情報提供
●仕事と介護の両立支援制度を利用しやすい雇用環境の整備

（※研修、相談窓口設置等のいずれかを選択して措置。詳細は省令。）
●要介護状態の対象家族を介護する労働者がテレワークを選択できるよう事業主
に努力義務

●介護休暇について、引き続き雇用された期間が６か月未満の労働者を労使協定
に基づき除外する仕組みを廃止

⑥ 育児休業取得状況の公表義務が 人超の企業に拡大されます

●従業員数 人超の企業に、育児休業等の取得の状況を公表すること
が義務付けられます。 現行では、従業員数 人超の企業に公表が義務付けられています。

施行日：令和７年４月１日

・公表内容は、公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度（公表前事業年度）における
次の①または②のいずれかの割合を指します。
①育児休業等の取得割合 ②育児休業等と育児目的休暇の取得割合

育児休業等をした男性労働者の数―――――――――――――――――
配偶者が出産した男性労働者の数

育児休業等をした男性労働者の数
＋

小学校就学前の子の育児を目的とした
休暇制度を利用した男性労働者の数―――――――――――――――――――
配偶者が出産した男性労働者の数

⑤ 仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮が事業主の義務になります

●妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前に、労働者の仕事と育児の
両立に関する個別の意向聴取・配慮が事業主に義務づけられます。
・意向聴取の方法は、省令により、面談や書面の交付等とする予定です。
・具体的な配慮の例として、自社の状況に応じて、勤務時間帯・勤務地にかかる配置、業務量
の調整、両立支援制度の利用期間等の見直し、労働条件の見直し等を指針で示す予定です。
さらに、配慮に当たって、望ましい対応として、
＊子に障害がある場合等で希望するときは、短時間勤務制度や子の看護等休暇等の
利用可能期間を延長すること

＊ひとり親家庭の場合で希望するときは、子の看護等休暇等の付与日数に配慮すること
等を指針で示す予定です。

施行日：公布後１年６か月以内の政令で定める日

※育児休業等とは、育児・介護休業法に規定する以下の休業のことです。
・育児休業（産後パパ育休を含む）
・法第 条第２項（３歳未満の子を育てる労働者について所定労働時間の短縮措置を講じない場合の代替措置義務）又は
第 条第１項（小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義務）の規定に基づく措置として育児休業に関する
制度に準ずる措置を講じた場合は、その措置に基づく休業
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⑦ 介護離職防止のための個別の周知・意向確認、 雇用環境整備等の措置が
事業主の義務になります

施行日：令和７年４月１日
●介護に直面した旨の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置

（※面談・書面交付等による。詳細は省令。）

●介護に直面する前の早い段階 歳等 での両立支援制度等に関する情報提供
●仕事と介護の両立支援制度を利用しやすい雇用環境の整備

（※研修、相談窓口設置等のいずれかを選択して措置。詳細は省令。）
●要介護状態の対象家族を介護する労働者がテレワークを選択できるよう事業主
に努力義務

●介護休暇について、引き続き雇用された期間が６か月未満の労働者を労使協定
に基づき除外する仕組みを廃止

⑥ 育児休業取得状況の公表義務が 人超の企業に拡大されます

●従業員数 人超の企業に、育児休業等の取得の状況を公表すること
が義務付けられます。 現行では、従業員数 人超の企業に公表が義務付けられています。

施行日：令和７年４月１日

・公表内容は、公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度（公表前事業年度）における
次の①または②のいずれかの割合を指します。
①育児休業等の取得割合 ②育児休業等と育児目的休暇の取得割合

育児休業等をした男性労働者の数―――――――――――――――――
配偶者が出産した男性労働者の数

育児休業等をした男性労働者の数
＋

小学校就学前の子の育児を目的とした
休暇制度を利用した男性労働者の数

―――――――――――――――――――
配偶者が出産した男性労働者の数

⑤ 仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮が事業主の義務になります

●妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前に、労働者の仕事と育児の
両立に関する個別の意向聴取・配慮が事業主に義務づけられます。
・意向聴取の方法は、省令により、面談や書面の交付等とする予定です。
・具体的な配慮の例として、自社の状況に応じて、勤務時間帯・勤務地にかかる配置、業務量
の調整、両立支援制度の利用期間等の見直し、労働条件の見直し等を指針で示す予定です。
さらに、配慮に当たって、望ましい対応として、
＊子に障害がある場合等で希望するときは、短時間勤務制度や子の看護等休暇等の
利用可能期間を延長すること

＊ひとり親家庭の場合で希望するときは、子の看護等休暇等の付与日数に配慮すること
等を指針で示す予定です。

施行日：公布後１年６か月以内の政令で定める日

※育児休業等とは、育児・介護休業法に規定する以下の休業のことです。
・育児休業（産後パパ育休を含む）
・法第 条第２項（３歳未満の子を育てる労働者について所定労働時間の短縮措置を講じない場合の代替措置義務）又は
第 条第１項（小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義務）の規定に基づく措置として育児休業に関する
制度に準ずる措置を講じた場合は、その措置に基づく休業

令和６年５月作成

［所在地・連絡先］ ［育児・介護休業法について］

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号

北海道 埼 玉 岐 阜 鳥 取 佐 賀

青 森 千 葉 静 岡 島 根 長 崎

岩 手 東 京 愛 知 岡 山 熊 本

宮 城 神奈川 三 重 広 島 大 分

秋 田 新 潟 滋 賀 山 口 宮 崎

山 形 富 山 京 都 徳 島 鹿児島

福 島 石 川 大 阪 香 川 沖 縄

茨 城 福 井 兵 庫 愛 媛

栃 木 山 梨 奈 良 高 知

群 馬 長 野 和歌山 福 岡

施行日：公布の日（令和６年５月 日）

① 法律の有効期限が延長されました

令和７年（ 年）３月 日までとなっていた法律の有効期限が、
令和 年（ 年）３月 日までに延長されました。
・法律の期限延長にともない、くるみん認定制度も継続されますが、今後、省令により認定
基準の一部を見直すこととしています。

施行日：令和７年４月１日

② 育児休業取得等に関する状況把握・数値目標設定が義務付けられます

従業員数 人超の企業は、一般事業主行動計画策定時に次のことが
義務付けられます。（従業員数 人以下の企業は、努力義務の対象です。）

●計画策定時の育児休業取得状況(※１ や労働時間の状況 ※２ 把握等
（ サイクルの実施）

●育児休業取得状況 ※１ や労働時間の状況 ※２ に関する数値目標の設定

・一般事業主行動計画の内容を変更しようとする場合も同様に状況把握、数値目標の設定を
行う必要があります。

・施行日以降に開始（又は内容変更）する行動計画から義務の対象となります。

Ⅱ：次世代育成支援対策推進法の改正ポイント

育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法に関するお問い合わせは
都道府県労働局雇用環境・均等部（室）へ　TEL:027-896-4739

受付時間 ８時３０分～１７時１５分（土日・祝日・年末年始を除く）

（※１）省令により、男性の育児休業等取得率とする予定です。
（※２）省令により、フルタイム労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働及び休日労働の

合計時間数等とする予定です。
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　吉田勝彦会長は、７月７日（日）、齋藤健経済産
業大臣に対して、「国の中小企業対策に関する要
望書」（右掲）を提出した。
　齋藤大臣は、前橋市・群馬ロイヤルホテルにお
いて開かれた自由民主党群馬県連大会のため来
県。その機会をとらえて意見交換会が行われ、中
央会、群馬県商工会議所連合会、群馬県商工会連
合会の３団体の会長からそれぞれ要望書を手交、
各会長から挨拶と要望が述べられた。
　吉田会長からは、適正な価格転嫁、生産性向上
施策の充実、中小企業組合の活用等の盛り込まれ
た要望書のほか、従業員が中小企業に定着しても
らうための労働環境整備に向けた施策の充実など
を求めた。

中小企業対策について齋藤経済産業大臣に要望

要望書を手にする齋藤大臣（左） 意見交換で発言する吉田会長（右）

令和 6年 7月 7日

経済産業大臣　齋　藤　　健　様

群馬県中小企業団体中央会
会　長　　吉　田　勝　彦

国の中小企業対策に関する要望書

　以下の事項について要望いたしますので、ご
配慮賜りますようお願い申し上げます。
Ⅰ．�下請取引の適正化及び適正な価格転嫁の実
現に向けた支援の拡充

Ⅱ．生産性向上に資する支援施策の充実
Ⅲ．�中小企業組合が中心的な受け皿となる施策
の展開と、組合が主体となる認定制度の参
加組合員への優遇措置

Ⅳ．中小企業連携組織対策事業予算の確保
Ⅴ．�電気の料金高騰を抑制する支援策と安定供
給に向けた取組みの推進

Ⅵ．�トラック運送業者が適正な運賃を確保でき
る環境の整備

中小企業省力化投資補助金とは、
人手不足解消に効果があるロボットやIoT等の製品を導入するための経費を国が補助することにより、簡易で即効性がある中小企業の
省力化投資を促進し、売上拡大や生産性向上を図るとともに賃上げにつなげることを目的とした補助金です。 

例えば、 製造業 × 無人搬送車例えば、 飲食サービス業 × 配膳ロボット

例えば、 小売業 × 自動精算機 例えば、 宿泊業 × スチームコンベクションオーブン

省力化  補助金
中小企業の人手不足解消に効果のある「省力化製品」を導入するための補助金

中小
企業

投
資

対象製品のリスト（カタログ）に登録された
省力化製品から、自社の課題に合わせて
製品を選択できます！

補助率は1/2！
補助上限額は
従業員数ごとに異なります。

補助率

1 2

「販売事業者」が
製品の導入を支援！
申請・手続もサポートします。

● 申請から事業完了までの流れ

● 補助率と補助上限額

補助事業実施期間
（12ヶ月以内）

効果報告期間
（5年間）

事前準備、応募・交付申請
公募スケジュールは

下記ホームページをご確認ください。 補
助
額
の
確
定
・
補
助
金
の
交
付

事
業
実
績
報
告
の
審
査

補
助
金
の
採
択
・
交
付
決
定
、通
知

中
小
機
構
に
よ
る
審
査

効果報告の提出
（毎年）
● 製品の使用状況
● 生産性の向上状況※4

● 賃上げ状況

● gBizIDを取得※1

● 製品カタログを参考に、
省力化製品と
販売事業者について
検討

● 販売事業者と
製品導入の商談

● 生産性向上を目指す
事業計画を策定

5名以下
6～20名
21名以上

補助上限額従業員数

200万円
500万円
1,000万円

300万円に引き上げ
750万円に引き上げ
1,500万円に引き上げ

省力化製品の導入※3

事業計画の
達成を目指す取り組み

事業実績報告の提出

● 導入製品の
設置確認※5

● 導入効果の確認
● 製品導入・設置の支援
● 精算・証憑の確認

販
売
事
業
者
と
共
同
申
請

中小企業の
みなさま
の手続き

販売事業者
のサポート

※1. 申請にはgBizID（アカウント）の取得が必要です。取得には一定期間を要しますので、お早めにお手続きください。 ※2. 中小企業のみなさまは、販売事業者からメールにて【招待（インビテーション）】していただいた後、
専用フォームからの申請が可能です。 ※3. 購入した製品の売却や転用、破棄などには制限が課され、残存薄価相当額などを返納いただく必要があります。 ※4. 人員整理・解雇を行っていた場合は、交付決定の取消となる場
合があります。 ※5. 確認できない場合は、交付決定の取消となる場合があります。 

※1. 公募要領「４－1． 補助対象事業の要件」を参照。 
※2. 公募要領「４－２． 補助対象事業者の要件」を参照。

補助事業実施期間に一定以上の
賃上げを達成した場合

人手不足の中小企業などが、省力化製品を対象製品の
リスト（カタログ）から選んで導入し、販売事業者と共同で
「労働生産性 年平均成長率3％向上」を目指す事業計
画※1に取り組むものを対象とします。
申請時に全ての従業員の賃金が最低賃金を超えていること、補助
金の重複に該当しないことなどの要件※2を満たす必要があります。ま
た、補助金の交付が決定された場合でも事業実績報告の審査に
よって補助額の減額となる場合があります。

1 2

補助率

● 補助対象となる事業 ● 補助対象製品のカテゴリ

全都道府県に、インフォメーション窓口を設けています。詳しくは上記ホームページをご確認ください。

※補助上限額を引き上げたが事業終了までに賃上げ
未達の場合は、補助額の減額となります。

補助上限額の引き上げを適
用する場合、事業終了時に
①給与支給総額+6%以上
かつ、②事業場内最低賃金
+45円以上とする計画を策定
し申請する必要があります。

本補助金の詳細や対象製品のリスト（カタログ）、公募要領などはこちらから
中小企業省力化投資補助事業ホームページ　https://shoryokuka.smrj.go.jp/

お問い合わせは、中小企業省力化投資補助事業 コールセンターまで
あらかじめ上記ホームページの掲載資料や「よくあるご質問」をご確認のうえ、お問い合わせください。

0570-099-660 03-4335-7595IP電話などからの
お問い合わせナビダイヤル

● 受付時間 ： 9:30～17:30／月曜～金曜（土・日・祝日除く） ※通話料がかかります。恐れ入りますが、繋がらない場合は、しばらくたってからおかけ直しください。

※2

清掃ロボット
配膳ロボット
自動倉庫
検品・仕分システム
無人搬送車
（AGV・AMR）
スチームコンベクション
オーブン
券売機

自動チェックイン機
自動精算機
タブレット型
給油許可システム
オートラベラー
飲料補充ロボット
デジタル紙面
色校正装置
測量機　など
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